
表２ 地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額(地域内フィーダー系統【乗合バス型(路線定期・路線不定期)運行】用)

１．申請事業者の概要
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千円 千円

千円 千円

㎞ ％
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千円 千円
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（補助対象事業者の「基準期間

※

を最終年度とする連続した過去３年間」における実車走行キロ当たり経常費用等）

％

％

※「基準期間」とは、補助対象期間の前々年度の補助対象期間をいう。

２．キロ当たり補助対象経常費用及び収益

３．補助対象系統ごとに要する費用、負担者とその負担割合

1
8,700,564 円 2,472,755 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

8,700,564 円 2,472,755 円 円 円

千円 営業外損益

基準期間の前年度の

損益状況

乗 合 バ ス 事 業 ・ 自 家 用 有 償 旅 客 運 送

営業収益 1,946,483 千円

1,986,650

営業損益 ▲ 30,270 千円 営業外損益 ▲ 7,874 経常損益 ▲ 38,144

営業外収益 2,023 経常収益（イ’） 1,948,506

営業費用 1,976,753 千円 営業外費用 9,897

事業者名 茨城交通株式会社 平成29年度

補助対象期間の

前々年度(基準期間

※

)の

損益状況

乗 合 バ ス 事 業 ・ 自 家 用 有 償 旅 客 運 送

営業収益 1,975,522 千円 営業外収益 2,236 経常収益（イ） 1,977,758

営業費用 2,030,228 千円 営業外費用 9,037 経常費用（ロ） 2,039,265

▲ 6,801 経常損益 ▲ 61,507営業損益 ▲ 54,706

経常費用（ロ’）

補助対象期間の前々年度の実車走行キロ(ハ) 7,736,624.8 経常収支率 96.98

基準期間の前年度の実車走行キロ(ハ’) 7,724,263.3 経常収支率 98.08

基準期間の前々年度の

損益状況

乗 合 バ ス 事 業 ・ 自 家 用 有 償 旅 客 運 送

営業収益 1,926,155 千円 営業外収益 3,002 経常収益（イ”） 1,929,157

営業費用 1,971,923 千円 営業外費用 14,642 経常費用（ロ”） 1,986,565

▲ 57,408営業損益 ▲ 45,768 千円 営業外損益 ▲ 11,640 経常損益

北関東 249円55銭 257円19銭 263円58銭 2.77

円　　　　銭 円　　　　銭 円　　　　銭

基準期間の前々年度の実車走行キロ(ハ”) 7,960,304.6 経常収支率 97.11

補助ブロック名

補助対象事業者の実車走行

キロ当たり経常費用

（基準期間の前々年度）

ロ”÷ハ”＝　ａ

補助対象事業者の実車走行

キロ当たり経常費用

（基準期間の前年度）

ロ’÷ハ’＝　ｂ

補助対象事業者の実車走行

キロ当たり経常費用

　（基準期間）

ロ÷ハ＝ｃ

平均増減率

(((ｂ÷ａ)-1)＋((ｃ÷ｂ)-

1))÷2　=　ｄ

計画運行

回数

系統キロ程

補助ブロック外

乗入部分のキロ程

同一補助ブロック

市区町村外乗入

部分のキロ程

補助ブロック名

補助対象事業者の実車走

行キロ当たり経常費用

ｃ×（1+（d÷2））

2

 = ニ

地域キロ当たり

標準経常費用

ホ

キロ当たり経常費用

ニとホのいずれか少ない額

ヘ

キロ当たり経常収益

イ÷ハ

北関東 270円93銭 288円77銭 270円93銭 255円63銭

365 日 2,721.5 回

補助ブロック外乗り入れ部分

及び同一補助ブロック市区町

村外乗り入れ部分以外のキ

ロ程の比率

計画実車走行キロ

（チ－（リ＋ヌ））÷チ＝ル ヲ

円　　　　銭 円　　　　銭 円　　　　銭 円　　　　銭

補助ブ

ロック名

申請

番号

運行

系統名

運行系統

計画運行日

数

起点

主な

経由地

終

点

チ リ ヌ

32,113.7km

復 5.9km 5.9km 復 0.0km 0.0km 復 0.0km 0.0km 100

往 0.0km （平均） 往 0.0km （平均） ％往 5.9km （平均）
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往　．　Ｋｍ 往　．　Ｋｍ ％往　．　Ｋｍ

北関東

日 回

往　．　Ｋｍ

日 回

1

東海駅東口

～茨城東病

院

東海駅

東口

原研前

茨城

東病

院

日 回

．ｋｍ

復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ

往　．　Ｋｍ 往　．　Ｋｍ ％往　．　Ｋｍ

．ｋｍ

復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ 復　．　Ｋｍ 　．　Ｋｍ

往　．　Ｋｍ 往　．　Ｋｍ ％

32,113.7km
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補助ブ

ロック名

申請

番号

補助対象

経常費用

の見込額

補助対象

系統のキロ

当たり

経常収益

補助対象

系統の経常

収益の

見込額

補助対象経常

費用から経常

収益を控除した

額

合計 系統

ヨのうち補助ブ

ロック外乗入部

分及び同一補助

ブロック市区町

村外乗入部分以

外に係るもの

補助対象経費 補助対象経費の1/2

国庫補助

上限額

国庫補助金

内定申請額

（ネ又はナのうちいず

れか少ないほうの額）

ヘ×ヲ以下の

額：ワ

ト

ト×ヲ以上

の額：カ

ワ－カ＝ヨ ヨ×ル＝ソ ツ ツ×1/2＝ネ ナ ラ

77円00銭 6,227,809 6,227,809 6,227千円 3,113.5千円

北関東

円　　　銭 千円 .千円

.千円

円　　　銭 千円 .千円

円　　　銭 千円

4,779.0千円 3,113.0 千円合計 円　　　銭 6,227,809 6,227,809 6,227千円 3,113.5千円



1 6,227,809 円

円

円

円

6,227,809 円 3,114,809 円 円 ％
3,114,809

円 100 ％ 円 ％ 円 ％

補助ブ

ロック名

申請

番号

経常費用から

経常収益を控除

した額

損失額から国

庫補助額を控

除した額

ウの負担者とその負担割合

都道府県 市区町村 その他の者 事業者自己負担

「その他の者」

の具体的概

要

ニ×ヲ－カ＝ム ム－ラ＝ウ 負担額 負担割合 負担額 負担割合

合計

負担額 負担割合 負担額 負担割合

北関東

 4.補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）中の乗合バス（自家用有償運送）事業と他の事業を兼業している場合の関連収益及び費用の配分は、原則として、昭和52年５月17日付け

自総第338号、自旅第151号、自貨第55号によること。

 5.申請番号は、系統ごとに一連番号とすること。なお、１系統が２つ以上の補助ブロックにまたがる場合は、その比率に応じ低い方をカッコ書きの番号とすること。

 6.地域キロ当たり標準経常費用は、補助ブロックを管轄する地方運輸局等が通知した数値によること。

 7.計算上生じた単位未満の端数は切り捨てること。

 8.「系統キロ程」、「補助ブロック外乗入部分のキロ程」及び「市区町村外乗入部分のキロ程」は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出し、往・復のキロ程が異なる系統については、平均値

も記載すること。また、平均値の合計の欄については、往・復の合計の平均値ではなく、各申請系統の往・復の平均値の合計を記載すること。なお、循環系統については、往又は復のどちらかの

欄にキロ程を記載し、もう片方の欄に「循環」と記載する等、循環系統であることがわかるようにすること。

 9.「同一補助ブロック市区町村外乗入部分のキロ程」の欄は、同一補助ブロック内における市区町村外乗入部分のキロ程を記載することとし、補助ブロックが異なる市区町村外乗入部分は（リ）に

記載すること。

(1) 記載要領

 1.「補助ブロック名」の欄は、補助金交付要綱別表６（附則第３条の適用を受ける事業者にあっては別表28）の名称を記載すること。

 2.乗合バス事業の収益、実車走行キロについては、高速バス及び 定期観光バス等を除き、費用については、高速バス及び定期観光バス並びに補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める

期間）における補助金交付要綱第２編第１章第３節及び第５節に係る経常費用を除くこと。

 3.補助対象事業者の決算期間が補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）と相違している事業者にあっては、補助対象期間の仮決算を行い、その損益状況を損益状況欄に記載する

こと。

16.「補助対象系統の実車走行キロ当たり経常収益（ト）」の欄は、基準期間における各補助対象系統の実車走行キロ当たり経常収益の実績により算出すること。なお、新設系統で基準期間の実

績がない場合は、市区町村協議会等が算出する経常収益の見込額を記載すること。

17.「平均増減率」は％以下第２位（小数点第３位切り捨て）まで算出して記載すること。

(2) 添付書類

 1.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度（基準期間）に係る旅客自動車運送事業等報告規則第２条第２項の「事業報告書」（補助金交付要綱第２編第１章第３節に係

る経常費用を除く）及 びこれに関連する必要な事項を記載した書類（関連書類）、並びに基準期間の前年度、基準期間の前々年度に係る事業報告書及び関連書類（但し、前年度の補助対象期間

に係る生活交通確保維持改善計画の添付書類として既に提出している場合は、基準期間の前年度及び基準期間の前々年度に係る事業報告書及び関連書類の添付を省略することができる。）

10.「補助ブロック外乗入部分及び市区町村外乗入部分以外のキロ程の比率（ル）」については、％以下第３位（小数点第４位切り捨て）まで算出して記載すること。

11.「計画実車走行キロ」は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。

12.「補助対象経費」の欄は、（ソ）の金額を記載する（千円未満の端数は切り捨てること）。

13.「補助対象経費の１／２」の欄は、系統ごとに百円単位（0.1～0.9千円）まで記載することとし、合計の千円未満の端数は切り捨てること。

14.「国庫補助上限額」の欄は、市区町村等が当該市区町村等に係る国庫補助上限額のうち、各事業者ごとに配分した額を記載すること。

15.「補助対象期間の前々年度（基準期間）の損益状況」、「基準期間の前年度の損益状況」、「基準期間の前々年度の損益状況」の欄は、消費税相当額を控除した額を記載すること。

18.「キロ当たり経常費用（ヘ）」の算出に当たり、再編特例により、「補助対象事業者の実車走行キロ当たり経常費用（ニ）」を、基準期間における「補助対象事業者の実車走行キロ当たり経常費用

（ｃ）」の実績値とする場合には、「補助対象事業者の実車走行キロ当たり経常費用（基準期間の前々年度）（a）」、「補助対象事業者の実車走行キロ当たり経常費用（基準期間の前年度）（ｂ）」及び

「平均増減率（ｄ）」は記載しないこと。


